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1. はじめに 

 近年，地球温暖化の影響で豪雨災害が巨大化・頻発化

しており，中小河川でも氾濫が相次いでいる。これらを受

け，水防法等の一部を改正する法律が平成 29年 6月 19日

に施行された。改正は水防災意識社会の再構築がねらいで

あり，具体的には，逃げ遅れゼロと社会経済被害の最小化

となっている 1)。特に浸水想定区域を公表する義務がなか

った中小河川周辺地域は，水害リスクが公表されていない

ことで安全な地域と誤って判断されることがあった 2)こと

などから，中小河川の管理者である自治体による水害リス

ク情報の公表や防災計画の策定など緊急の対策を実施した

上で，中長期的には都市計画と連携し浸水地域に住まない

ように誘導するなどの視点から対策が必要である。 

 本稿では，人的被害や社会経済被害を軽減するために，

流域においてどのようなハザード情報を提供すべきかを検

討することを目的に，和歌山県新宮市を対象に，避難行動

や今後のまちづくりに求める対策などについてアンケート

調査を行った結果を報告する。 

既往の関連研究には，避難行動に関する研究は比較的多

く蓄積があるものの，今後のまちづくり対策や再定住に関

する研究蓄積は十分ではない。例えば，藤井 3)らは，平成

30 年 7 月豪雨の被災地倉敷市真備町を対象に元地帰還意識

は，金銭，世帯，時間，地理，物理的な要因の相互作用を

もとに形成されることを明らかにしている。また，田中 4)

は，2014年の広島土砂災害における被災者の避難過程と再

定住地の選択の実態と背景を分析している。本稿では，中

長期的な都市計画的なアプローチは，発生頻度や被害の程

度によって柔軟に対応する必要があるという視点から，中

小河川周辺地域を対象に水害発生時の避難実態や今後のま

ちづくりに対する住民意識について調査を行った。 

 

2. 対象地域 5） 

本研究の対象地域である和歌山県新宮市は，和歌山県，

奈良県及び三重県の県境に位置しており，熊野川の下・中

流域に立地している（図 1 参照）。全国有数の多雨地帯で

あり，年間降水量は 3,000mmを超えることがある。近年で

は，平成 23年 9月の紀伊半島大水害，平成 29年 9月の台

風 21 号による内水氾濫の被害などが発生している。本稿

で調査対象とした避難行動は，平成 29年台風 21号により，

熊野川支川である市田川周辺地域が内水氾濫によって浸水

した事案である。当時，新宮市での 72 時間降水量は観測

史上最大となる 893.5mmを観測した。 

 

3. 豪雨災害に関するアンケート調査 

調査の概要を表1に示す。対象地域は図1の平成29年台

風 21号で内水氾濫の被害があった丁目(着色部)から 8つを

ランダムに抽出した。調査内容は，平成 29 年台風 21号時

の避難行動，防災意識などである。 

 

図 1  対象地域と浸水被害実績 

表 1  アンケート調査の概要 

調査内容 平成29年台風21号被災時の避難・防災意識 

対象地域 
和歌山県新宮市で浸水被害があった 

8つの丁目の全世帯 

調査時期 2021年11月26日～2021年12月6日 

調査方法 郵送・webによる調査票の配布・回収 

回収状況 
配布数：1,446世帯 有効回収数：299世帯 

（有効回収率：20.7％） 
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4. 住民の避難行動と防災意識 

図 2に個人属性を示す。対象地域は高齢化が進んでいる

こともあり，「65 歳以上」の回答者が多く，「1 人」，「2 人」

の世帯が大半を占めた。家屋の被害状況では床上・床下浸

水の被害がみられ，浸水のリスクに関しても「非常に危険」 

 

図 2  避難者の個人属性 

 

図 3  住民の避難行動 

 

図 4  避難をしなかった理由 

 

図 5  今後のまちづくりに求める対策 

と「危険」と感じている回答者をあわせると 68％いた。 

 図 3, 図 4に回答者の避難行動等について示す。避難し

た回答者は 15％であった。避難した回答者の約半数は

「避難所」，35％が「親戚・知人宅等」を選択している。

避難した場所を選んだ理由では，「近いから」や「安心だ

から」の回答が多かった。一方で，85％が「避難をしなか

った」と回答しており，その理由について，38％が「自宅

が安心・安全だから」，37％が「棄権ではないと判断した

から」と回答していた。 

図 5 に今後のまちづくりに求める対策について示す。

「ハード対策の整備充実」，「避難体制の構築・充実」と

「避難施設の整備」の回答が 20％を超えたが，「開発の規

制」が 11％「宅地のかさ上げ」5％「水害保険への加入」

4％となっていた。 

 

5. 結論 

調査結果より，対象地域にお住まいの回答者の多くが地

域の浸水リスクが高いことを認識しておられた。氾濫を減

らす観点から，熊野川の氾濫対策や市田川の排水対策とい

ったハード対策はニーズとして高い。また，安全に避難す

る観点からは，タイムライン防災，水害リスクの公表，避

難所の充実，避難体制の構築と住民への周知徹底は，人的

被害の回避軽減につながる情報提供として重要と考えられ

る。そして，避難先として避難所だけでなく，自宅や親戚

知人宅を選択する回答者が多かったこと，開発の規制や水

害保険への加入といった対策を求める回答があったことか

ら，居住に関わる情報提供も重要だと考えられる。例えば，

住宅販売の際の浸水地域の説明や，被災時の生活再建は公

的支援に限界があり，自助が基本であることといったこと

が挙げられる。今後はまちの利便性と安全性を両立できる

ように，まちづくりの考え方などについて検討を進めたい。 
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